
愛知中部水道企業団環境計画概要 (平成 27 年度～平成 32 年度) 

 

１ 環境計画策定の背景 

愛知中部水道企業団では、平成 17 年に制定したアクアシンフォニー計画に基づき「地球温暖

化対策実行計画」を策定し、平成 17 年度から平成 24 年度にかけ第 1 期、第 2 期として、上水

道事業として主に庁舎等において地球温暖化対策の推進（環境負荷への低減）に取組んできた。 

 次の取組みとして、水道事業としての安心・安定の確保と環境配慮を両立させながら水道事業

を推進していくためには、水道事業全体での環境負荷低減に向けた取り組みを継続的に推進する

必要がある。 
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３ 環境基本方針と施策体系 
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京都議定書 
 

環境基本計画       水道事業に係る環境法令等 

新環境計画 

水道事業における 
環境対策の推進 

H27～H36 

温室効果ガス抑制に向けた取組 

地球温暖化対策実行計画(第 1 期)H17～H21 
地球温暖化対策実行計画(第 2 期)H22～H24 

水道ﾋﾞｼﾞｮﾝ 
↓ 

ｱｸｱｼﾝﾌｫﾆｰ計画 

実績・評価・統合 

地球温暖化対策推進法 

【環境計画の位置付けイメージ】 

国 

  

 

省エネ型機器を積極的に導入し電力使用量の更なる削減を図るとともに、再生可能エネルギーの

有効利用により、温室効果ガス（ＣＯ2）の排出量を削減し、地球温暖化の防止に貢献します。 

 

 

 

今後実施される水道施設の更新及び整備により廃棄物の発生量が増加することが見込まれます。

建設副産物の再資源化率を高めるとともに、ごみ排出量の削減に努め、循環型社会の構築に寄与し

ます。 

 

 

 

水道事業は、自然が育んだ資源を原料として成り立つものであり、安全でおいしい水の安定供給の

ためには、有効率の向上を図るとともに、水源地の環境整備等を積極的に行い、健全な水循環の構

築に寄与します。 

 

 

 

環境施策の実効性を向上させるには、様々な環境側面に着目し、事業活動で生じる環境負荷の低

減に努め、各種の環境対策を職員が一丸となって推進するため、環境に対する職員意識の更なる向

上を図ります。 

環境に配慮した行動 

 

基本方針４ 

地球温暖化対策の推進（省エネルギー・省 CO2） 基本方針１ 

資源循環の促進 基本方針２ 

健全な水循環の構築 基本方針３ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

環境基本方針 施策の方向性 取り組み事項 

① 配水ポンプの効率化 
② 経済的な電気設備の構築 
③ 庁舎照明設備の改良 

① 建設発生土の減量化・再資源化 
② アスファルト・コンクリート塊の減量化・

再資源化 
③ 再生材料の活用 

① 再生紙利用率の向上 
② 会議資料や事務手続書類の簡素化・ペーパ

ーレス化 
③ 両面コピーや使用済み用紙の裏面の利用 
④ 可燃・不燃ごみの廃棄にあたっての配慮 

① 管路更新による漏水防止対策 
② 漏水調査 
③ 適正な配水コントロールによる漏水防止

対策 

  

① 水道水源環境保全基金を活用した水源地
環境整備事業 

① クリーンエネルギー自動車・低燃費自動車
の導入 

① 環境物品の調達とグリーン購入 
② 環境に配慮した物品等の調達に係る基

準・リストの作成 

① 空調の適温化 
② 職員による節電行動 

(1)電力使用量（原単
位）の削減 

(2)再生可能エネル
ギー利用率の向上 

(1)建設副産物の有
効利用率の向上 

(2)ごみ排出量の削      
減 

(1)有効率の向上 

(2)水源地環境整備
事業の推進 

(1)低燃費自動車の
導入 

 

(3)環境に配慮した
行動の推進 

(2)グリーン購入の
推進 

 進 

① 太陽光発電設備の導入 

1 地球温暖化対策の推進 

2 資源循環の促進 

3 健全な水循環の構築 

4 環境に配慮した行動 

 
 

水道水源林の保全 

設備運転によ

る電力使用 

 

水道工事、施設

建設による騒

音、振動発生、

排ガスの発生 

建設発生土、建

設廃棄物の発生 

公用車の運転

による排ガス

の発生 

企業団の庁舎

における 

電力の使用 

紙の使用 

廃棄物の発生 

 

地球温暖化対策実行計画の取り組み 

環境計画の取り組みイメージ 

環境対策の取組状況（実行計画第２期） 

分類 対策内容 実施状況 対策の効果(最終年度実績値) 

省エネルギ
ー･省 CO2 

全施設の電力による CO2削減※ H21～ H21→H25 4.4%削減(1,821t-CO2/年) 

都市ガス(空調等)による CO2削減 H21～ H21→H25 25.5%削減(23t-CO2/年) 

公用車等の燃料に伴う CO2削減 H21～ H21→H25 0.2%増加(38t-CO2/年) 

資源循環 
コピー用紙の節約行動 H21～ H21→H25 9.6%増加(809,350 枚/年) 

可燃ごみ排出量の削減 H21～ H21→H25 12.8%増加(2,593m3/年) 

健全な水循環 
庁舎での節水行動 H21～ H21→H25 34.9%削減(1,331m3/年) 

水源地環境整備事業 H21～ 水源地環境整備事業にて実施 

環境に配慮し
た行動 

低公害車の購入 H21～ 導入率 H15(6.7%)→H25(19.2%) 

グリーン購入の推進 H21～ 備品購入時に心がけている 

 

環境負荷の状況 

分類 データ項目等 単位 
環境負荷 10 年間の変化 同 規 模 

事業体の 
平 均 値 

負荷要因
プロセス 

H16 H25 絶対量 比率 

省エネルギ
ー･省 CO2 

給水量 1 ㎥当たり
電力使用量 

kWh/m3 0.1295 0.1072 0.022 21%改善 0.33 送配水 

事務所での電力使
用量 kWh/年 381,495 263,915 117,580 45%改善 223,615 

庁舎で
の活動 

給水量 1 ㎥当たり
消費エネルギー MJ/m3 0.52 0.42 0.10 24%改善 1.22 送配水 

給水量 1 ㎥当たり
CO2排出量 g-co2/m

3 62.07 57.82 4.25 7%改善 176.47 送配水 

資源循環 

再生可能エネルギ
ー利用率 % 0.0 0.0 0.0 未対策 0.06 － 

建設副産物(ｱｽﾌｧﾙ
ﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊)の再
資源化 

% 94.86 90.38 △4.48 5%悪化 96.76 工事 

建設副産物(建設
発生土)の再資源
化 

% 55.00 4.25 △50.75 ―%悪化 44.69 工事 

健全な水循環 有効率 % 94.61 94.06 △0.55 0.6%悪化 93.72 送配水 

 

環境対策の取組状況（実行計画第２期） 

分類 対策内容 実施状況 対策の効果(最終年度実績値) 

省エネルギ
ー･省 CO2 

全施設の電力による CO2削減※ H21～ H21→H25 4.4%削減(1,821t-CO2/年) 

都市ガス(空調等)による CO2削減 H21～ H21→H25 25.5%削減(23t-CO2/年) 

公用車等の燃料に伴う CO2削減 H21～ H21→H25 0.2%増加(38t-CO2/年) 

資源循環 
コピー用紙の節約行動 H21～ H21→H25 9.6%増加(809,350 枚/年) 

可燃ごみ排出量の削減 H21～ H21→H25 12.8%増加(2,593m3/年) 

健全な水循環 
庁舎での節水行動 H21～ H21→H25 34.9%削減(1,331m3/年) 

水源地環境整備事業 H21～ 水源地環境整備事業にて実施 

環境に配慮し
た行動 

低公害車の購入 H21～ 導入率 H15(6.7%)→H25(19.2%) 

グリーン購入の推進 H21～ 備品購入時に心がけている 

 

環境負荷の状況 

分類 データ項目等 単位 
環境負荷 10 年間の変化 同 規 模 

事業体の 
平 均 値 

負荷要因
プロセス 

H16 H25 絶対量 比率 

省エネルギ
ー･省 CO2 

給水量 1 ㎥当たり
電力使用量 

kWh/m3 0.1295 0.1072 0.022 21%改善 0.33 送配水 

事務所での電力使
用量 kWh/年 381,495 263,915 117,580 45%改善 223,615 

庁舎で
の活動 

給水量 1 ㎥当たり
消費エネルギー MJ/m3 0.52 0.42 0.10 24%改善 1.22 送配水 

給水量 1 ㎥当たり
CO2排出量 g-co2/m

3 62.07 57.82 4.25 7%改善 176.47 送配水 

資源循環 

再生可能エネルギ
ー利用率 % 0.0 0.0 0.0 未対策 0.06 － 

建設副産物(ｱｽﾌｧﾙ
ﾄ･ｺﾝｸﾘｰﾄ塊)の再
資源化 

% 94.86 90.38 △4.48 5%悪化 96.76 工事 

建設副産物(建設
発生土)の再資源
化 

% 55.00 4.25 △50.75 ―%悪化 44.69 工事 

健全な水循環 有効率 % 94.61 94.06 △0.55 0.6%悪化 93.72 送配水 

 

２ 計画策定に係る現状と課題 

企業団がこれまでに実施してきた環境対策は、省エネルギー･省 CO2のほか、資源循環、健全

な水循環、その他環境保全といった環境全般に関する取組を行ってきた。効果が現れている取組

としては、省エネルギー･省 CO2に関連する取組が挙げられる。また、全体に占める割合は低い

ものの、庁舎内での電力使用量の削減に積極的に取り組んでおり、環境に関する職員の意識の向

上も図られてるなど効果の分析と各分類の課題の抽出を行った。 


